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　本稿の目的は、初等中等教育において教えられる経済的内容としての「市場原理」の概念について
考察することである。
　社会科で学ぶべき教科内容・概念の背後にある基礎的研究分野として考えたときに、「シティズン
シップ」を正面から扱う政治学・政治思想や法哲学と比べて、経済学は間接的に関与しているという
のがこれまでの実感であったし、それが当然であるとほぼ確信に近い形で考えてもいた。このような
発想は、経済理論を専門とする者の大勢であるといってよいのではないかと思われる。経済学の基礎
的原理である「市場原理」についても、同様である。市場機構をメカニズムとして分析し、また精緻
な分析手法を用いて経済的な命題を導くことには十分な意義がある。そのための基本原理として、「市
場原理」も他の原理と同様に、経済理論の立場から普遍性が追求されてきた。そこでは、「市場原理」
の社会的意義そのものに関する考慮は少なくなり、それを教育することの意味の考察からは遠くなる
傾向がある。
　しかし、法哲学の立場から桂木 (1998) が、「一般に人間社会、例えば日本の社会は交換によって成
り立つ」1）と述べているように、「自由な交換」は、実社会の基幹であり、その適切な運用が社会と
しては必要不可欠であるという考え方がある。それと同時に、交換の場すなわち市場経済にどのよう
な形で参加するかということは、個人にとって重要であるという認識がある。その意味で「自由な交
換」は、シティズンシップとしての資質養成において、少なくとも背後にある概念として、避けてと
おることができない問題である。桂木がいう「自由な交換」は、「競争」が核となる概念として説明
されていることから分かるように、内容としては「市場原理」と大きく関わっている。その点で、「市
場原理」は教育対象として正面から捉えられるべきである。
　そして、市場原理を教える意味を考察する経済教育の立場においては、市場機構を経済理論のひと
つのメカニズムとして扱うだけでは不十分である。経済理論を突き詰めることだけでは、教育の対象
としてどのように認識するのかという問への、直接的回答にはならないからである。経済学者とりわ
け経済理論家は、市場を私的領域に属するものとして捉え、公共と対立した独立のものとして思考す
る傾向がある。そのように解釈することにより、理論の普遍化と明確化が図られてきた側面はある。
しかし他方で、市場経済のみを取り上げて理論的に純化することで、市場を社会全体の枠組みの中で
統合的に捉える側面が少なくなり、教育する対象として市場経済を提示するあり方を弱めている可能
性がある。このことは、「市場原理」を教えることの目的や教育することにより予想される成果、教
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える手法などの考察を不完全なものにする可能性がある。このような、経済学における不明確な状況
は、一般社会、教育を受ける側の生徒および保護者や教育現場で教育に携わる実践者において、とく
に初等中等教育の場合には、より強く表れるのではないだろうか。
　以上を踏まえるとき、経済教育としての「市場原理」の位置付けを捉え直すためには、基礎的研究
分野としての経済学の立場における「市場原理」の考察を、一度整理する必要がある。
　その際には、公共性などに関わって「市場原理」について論じられてきた最近の議論が、手掛かり
となる。このような議論は、大きくふたつに分けられる。ひとつは、公共性の問題あるいは「公」と
「私」の論点から見えてくることであり、ミクロ経済学で主要なテーマのひとつとされてきたもので
ある。もうひとつは、マクロ的な経済運営について、政府がどこまで景気を管理することができるの
か、そのために民間とどこまで関わることが許されるのかという議論から見えてくることであり、「新
古典派」と「ケインジアン」などと称されるマクロ経済学の二大潮流の存在と関わるものである。こ
れらのことは、「公」と「私」とがあるいは政府と民間とがどのように関わるのかを問題にしている
点で、社会的事象である市場の捉え方と密接に関連している。この問題意識から、「市場原理」につ
いての捉え方を、公共性あるいは政府の関与の議論に関連付けて整理するのが、第２節である。
　推論のもうひとつの拠り所として、1997 年にアメリカ合衆国の全国経済教育協議会（NCEE）が提
示した、Voluntary National Content Standards in Economics （以下スタンダードと称する）の内容および
その考え方を取り上げる。これは、1994 年に制定された「全国共通教育目標」（Goals 2000: Educate 
America Act）において、経済学についてもスタンダードを設定することとされた方針を受けてまとめ
られたものである。このことは、経済学が初等中等教育の主要分野として認知され、市民としての素
養を確保するために学習することが必要であると考えられたことを示している。
　初期にはイギリスなどヨーロッパを中心に形作られ発展してきた経済学も、大学などの高等教育機
関における経済学教育の標準形としては、第２次世界大戦後アメリカにおいて体系的整備がなされ、
それに伴って、良質な教科書がこれまでも継続的に出版されてきた。そのようなアメリカにおける初
等中等教育の事例を参考にするために、第３節では、現時点の集約成果であると考えられるスタンダー
ドの目的と内容の概略を示し、アメリカ経済教育における市場に関わる扱いを検証する。
　第４節では、以上ふたつの検証をもとに「市場原理」のとらえ方を整理し、それにもとづいて、「市
場原理」を理解することの意味、「市場原理」と関連して経済学の論争があるマクロ経済の扱い、さ
らに一般的に原理を教える場合に生ずる問題などについて考察する。第５節は、まとめである。
???????????????????
　市場の機能や意味については、市場を政府すなわち公的領域と対比させて考察することにより、よ
り深く認識することが可能になる。これまでも様々な議論がこの方向で行われてきており、本節では、
そのような議論を参考に、市場の概念について整理することができる。
　関連する考察の多くは、アダム・スミスの『国富論』の議論を出発点に、ふたつの発想の対比にお
いて進められている。すなわち、一方は経済学が私的領域の学として発展してきたのであって、市場
のことは市場に聞くべきであるという姿勢であり、他方は、経済の社会的運営においてはそれだけで
は不十分であり、補完的な制度や組織が必要とされるという認識である。どちらを重要視するのかを
対立軸とした比較をとおして、市場に対する政府、あるいは私的領域に対する公的領域の意味を追求
しながら、市場に関する議論を整理することができる。
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（１）公私問題から見えてくる「市場原理」と公共性
　経済学や政治思想などの分野で行われてきた、「市場原理」に関わる最近の議論のひとつは、公共
性の問題あるいは「公」と「私」の議論である。私的領域と公的領域がどのように区別されるのかに
ついて議論が展開されており、その中には、市場経済を対象とした経済学の立場からの論考もある。
　これに関連しては、間宮 (2001） による「経済学の観点から見た公私問題」という題の発題がある。
発題者もこれまでの経済学とくに経済理論のあり方を必ずしも肯定していないが、公共性についてそ
こで論じられている議論の展開は、一般的な経済理論の学習の筋立てや、公共経済学の論理立てとも
重なり、経済理論に傾いた経済学界の主たる認識の傾向を反映した整理となっている。その概略をま
とめると、以下のようである。
　間宮は、公私の問題を、市場の「内部」と「外部」の問題として捉えている。市場社会という私的
領域が経済分析の中心であって、経済学の基本には市場経済学があるという認識である。私的領域の
学として発展してきた経済学の発展を学説史としてたどることにより 2）、内部である市場社会と外部
の領域である政府とを対比させて議論を展開している。そして、フリードマンなどに代表される市場
原理主義が、それ以前の学者たちが持っていた市場についての限定や留保を取り払った形で広まって
いる現状を指摘している。このことから、外部である政府が市場の領域に介入することは望ましくな
く、避けるべきであるとする政治的主張が強まっていると説明しているのである。
　しかし、そのような市場経済だけでは済まないという面に、論が展開される。すなわち、市場社会
の中にも異質な「公共財・価値財」が存在する事実に、目を向けるのである。公共経済学の一般的な
教科書において示されているように、公共財とは排除不可能性と非競合性という性質を持つ財である。
似たような性質を持つ財として、価値財をあげることもできる。このような財の存在は、市場経済に
とってはマージナルな問題であると述べられながらも、そのような財に焦点が当てられているのであ
る。そして、公共財などを提供するパブリック・セクターとしての政府が必要になるとしている。そ
のようなパブリック・セクターの存在から、「経済学でいう「公共」というのは、主として市場＝私
的民間と国家との関係で出てきた」3）ものであると結論づけている。
　以上の推論には、根井 (2008) 第 1 章で示される、以下のような経緯が関連している。
　それによると、アダム・スミスに代表される「古典派の「競争」とは、もともと、極大利潤率を求
めて各産業のあいだを出入りする資本の可動性のことを意味していた。」4）これに制限がない場合が
自由競争ということなのであった。ところが、ワルラス経済学の思考法に沿って新古典派の価格理論
が形作られるなかで、「均衡」と「競争」の意味が変わっていった。そして、「（Ｌ．ロビンズの）『経
済学の本質と意義』が経済学者（とくに、経済理論家）に及ぼした影響は、長い間、「価値判断」を
排除し、「実践」よりは経済学の「純粋性」を追求する方向に作用したと言っても過言ではない。そ
のことは、経済理論の著しい発展を促進した反面、経済学者が現実の緊急課題に取り組むことを抑制
させるという副作用を伴った。」5）
　ここで見られるように、主流の考え方をとる経済学者は理論的な方向に主軸を移してきており、そ
れに伴って、市場が私的なものであり公共と対立するものであると考えられるようになってきている。
その結果、私的領域の学という構図において経済学は発展してきたのである。現実的課題に対する対
処についても、市場のことは市場に聞けという姿勢が強くなってきている。公共性の問題を扱うにし
ても、そのような市場経済の枠組みを確立した上で、公共財や政府の活動について語られることになっ
ている。現状では、新古典派的な市場論が経済学の主流であり、時代の趨勢と相まって市場主義が強
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まってきているのである。
（２）市場に関わる公共性の議論
　以上で示した推論は、市場の問題を私的活動の場として捉えている側面が強く、単純化のきらいも
ある。それに対して、市場についての様々な異なった見方が、新古典派的な市場論ほどの影響力は持
たないながらも、これまで存在していた。
　そのような一例として、井上 (1993) は、ヒックスの「動態的市場観」を示している。「固定価格モ
デル」を用いて展開したヒックスの理論が、市場に関するマーシャルやケインズの直感を引き継いで
いる点を指摘し、「自発的動態性としての市場経済」というビジョンを示したものとして評価してい
る。また、桂木 (2005) は第 7 章において、ロバート・ノージックの自然権的市場正当化論、マーガレッ
ト・レイディンの反市場論（普遍的商品化論・市場のドミノ効果論）、アマルティア・センの基本的
潜在能力の概念などを取り上げている。そして、間宮 (2001) も、すでに概要を示した発題において、
市場社会がパブリック・セクターを組み込まなければ成り立たないという考え方もあると指摘し、そ
のような例としてケインズとポランニーの場合を取り上げて解説している。
　以上の例示にもあるように、経済学における市場の認識は多様であるが、本稿では、そのような多
様性を比較考量する詳細な考察は行わない。その替わり、当面の整理として、間宮 (2001) の発題を
受け、佐々木、金 (2001) で展開された議論 6）で示された観点から、市場についての見方を捉え直す
こととする。多岐にわたる討論の市場に関わる部分から、参考にできる部分を抜き出し、要点をまと
めると以下のとおりである。
　市場は「場」であって、そこに「家計」・「企業」・「政府」といった取引主体が参加している。これ
らの取引主体が行う活動の判断は独立しており、その意味ではそれらが行う経済活動は、「私」とし
てのものである。ゆえに、政府もひとつの主体すなわち「私」である。経済的に見たときの「公」と
いうのは、「家計」・「企業」・「政府」の三者間での「関係」のことであって、主体として全く独立な
三者がお互いに影響し合う関係が、「公」である。それゆえに、「公」に関わる問題については、「関係」
の中で判断が行われるべきである。このように、「私」と「公」の比較は、市場とそれ以外とを区別
することと異なった方法で行われるべきであると考えられるのである。7）
　このような市場観を前提として「市場原理」について考察するとき、自由交換（free exchange）の
概念を核に据えた、桂木 (1998) の見解を参考にすることができる。そこで展開された社会哲学の推
論では、一般に人間社会が交換によって成り立っているという認識のもと、「自由交換」の観念こそが、
現代日本の課題に答えることができる社会原理だとされている。
　それによれば、「自由交換」とは、「人々がルールに従って協力し競い合いながら社会を発展させる
状態であると一般的に定義することができる。それは人間の社会的交換一般をさすが、…（ゲーム的
交換と論争的交換の）二つの類型をバランスよく用いながら行う社会的交換である。…、自由な交換
はルールの観念と深く結びついており、無制限の勝手な交流を意味するのではなく、広く緩やかでは
あるが規範的枠組みを有し、その枠組みから外れた行為は自由な交換とは認められない。」8）として
いる。そして、この「自由交換の本質は、「ルールに従って命令を受け取り、ルールに従って文句を
いうこと」9）なのである。さらに桂木 (2005) においては、市場平和論を述べる中で、市場も「他者
との継続的コミュニケーションと相互利益、また他者との競争（という名の協力）によって、公共性
問題に対処する仕組みであるということができます」10）と、より積極的な立場からの指摘がある。
　このように、市場を「場」として捉え、その上で「場」における関係性の中に「公」を認めること
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ができる。また、「市場原理」をひとつの従うべきルールとして捉えるだけでなく、協力し競い合う
関係を保ちながらルールの進化とともに社会を発展させる状態であると、その役割を再定義すること
ができるのである。このような市場に関する概念の整理は、「市場原理」を教えることの意義につい
て考察するための、ひとつの視点を与えてくれる。
（３）マクロ的経済運営と関わる経済思想の観点
　「市場原理」に関わるもうひとつの論点は、マクロ的な経済運営の見方に関するものである。「公」
と「私」の問題という観点をとおして、「市場原理」の考えは、政府がどこまで景気を管理すること
ができるのか、そのために民間の活動にどこまで関わることが許されるのかについての議論、すなわ
ち、マクロ的な政策論争にもつながる。
　このことは、マクロ経済学の「新古典派」と「ケインジアン」という二大潮流の存在と関わってい
る。一般的な政治思想の観点から見る歴史的経緯としては、20 世紀初頭からの世界経済では自由放
任主義的な「市場重視」の政策が採られていたが、そのことから生ずる問題を解決する方策として第
2 次世界大戦後「福祉国家」が出てきて、それがサッチャリズムとレーガノミックスのころを契機に、
再度「民営化と小さな政府」という市場重視の思想が広まってきたとして、捉えられるものである。
　この点については、根井 (2009) による現在の市場主義傾向に関する考察がある。根井は、「市場メ
カニズムと政府の経済管理のあいだの絶妙なるバランスを試行錯誤で模索するしかない」11）という
見解を示そうとして、市場主義傾向に至る学説史をたどっている。その指摘の主要点のひとつは、第
4 章におけるヴァイナーやナイトなどフリードマン以前にシカゴ学派を形成した経済学者たちを取り
上げた論考である。その分析の結果、「戦前のシカゴ大学の経済学者たちは、まことに多様であり、
現在私たちがイメージするような「自由市場至上主義」とは遠く離れたところにあったと言ってもよ
いだろう」12）と結論づけている。
　それにもかかわらず、現代シカゴ学派がフリードマンを中心として市場主義として勢力を拡大して
きた過程は、第２章において明らかにされている。それによれば、時代の経過にともなう経済変革の
中で、「「資本主義」が実は「混合経済」であった当たり前の事実が等閑視され、いつの間にか「市場
メカニズム」だけがクローズアップされるようになった」13）のである。このことと並行して、経済
理論としては、新古典派的な見方が主流を占めるようになって行ったとされている。
　このようにマクロ経済学においては、政府の関与をめぐって容易に結論を見出し得ないと予想され
る論争が存在している。この問題を考察するためには、市場と政府との間の関係を考える必要がある。
それゆえに、市場をどう捉えるかということに関連して、マクロ経済に関わる事象をどの範囲でどの
ように扱うかという点が問題になってくるのである。
　さらに根井が示すように、政治的動向が経済学には少なからず影響してきたのであり、教育の内容
を考えるときにはこの点も念頭に置いておかなければならない。理論がどこまで現実社会の影響を受
けているのかを把握している必要があるし、影響を受けている理論をどこまで教育内容として取り入
れるべきであるのかという観点も必要になってくる。
???????????????????????????????
　本節では、NCEE が提示しているスタンダードにおいて目的とされた点や内容の概略などを示した
上で、市場に関するスタンダードの扱い方について整理し、アメリカの経済教育における、市場およ
び「市場原理」に関する教育的視点を検証する。
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（１）スタンダードの目的
　スタンダードが NCEE によってまとめられるに至ったのは、教育改革のための施策が盛り込ま
れた法律 Goals 2000: Educate America Act において、スタンダードを設定する九つの分野（English, 
mathematics, science, foreign languages, civics and government, economics, the arts, history, and geography）
のひとつとして、経済学が盛り込まれたからである。14）この経緯の詳細は不明であるが、スタンダー
ドによれば、「現代世界を理解し、将来を形作る意思決定をし、体制を強化する点において人々の手
助けとなることをとおして、経済学の理解は価値があるもの」15）と認識されている。
　また、スタンダードは経済教育の体系化へ向けた 20 年余にわたる活動の成果でもある。Saunders 
and Gilliard (1995) によれば、このような活動は The National Task Force on Economic Education の 1961
年のレポートを契機としている。その後、経済教育の概念を整理する活動が進められ、最終的には A 
Framework for Teaching Basic Economic Concepts (1995) がまとめられていた。16）スタンダードで取り
上げられた内容は、このフレームワークを受け継いでいる。
  これらを受けてスタンダードがまとめられたのは、1997 年である。この経緯に示されているように、
経済教育の質を上げることを目的とした、全米の学校における経済学教育の内容標準である。具体的
には、「生徒がより良質な知識をもった労働者、消費者、生産者、貯蓄者、投資家、そして何より重
要なことであるがシティズンとなる」17）という目標のために、基本的な経済学および経済について
生徒が学ぶべき事柄を特定化し、教育者への指針が提供されている。社会の形成者として必要な資質
を養成することが目標とされているものと、解釈することができる。
（２）スタンダードの概要
　「そこには、経済学の内容を示す 20 個の standards がある。それぞれの standard は、経済学的な思
考様式を持っているとされる生徒であれば知っているべき経済学の基本原理と、その知識によってそ
の生徒ができるようになるべきことの記述からなる。」18）生徒が直面するであろう無数の問題につい
て、関連する事実から経済学的推論を用いて結論を下す能力を養成することを主眼とし、経済学固有
の成果を示した概念的な不朽の原理が、事実を含まずに提示されている。
　その standard を生徒が理解することがなぜ重要であるのか、その理解によって生徒や市民の生活が
どのように改善されるのかという説明が続き、さらに、Grade 4, Grade 8, Grade 12 の三段階ごとに到
達細目を示す benchmarks が提示されている。それらの benchmarks は、standard と同様に、「生徒が理
解するであろうこと」と「理解した知識から生徒ができるようになること」が一対になって示されて
いる。このように、単なる知るべき概念のリスト以上のものとして、何ができるようになるのかを示
し、分析的な能力の養成へ向かうように意図されている。また、benchmarks の中で示される多くの
演習により、アメリカ経済の規模、失業率の水準、インフレーション率、失業率など、関連する事実
の獲得に生徒を導くこととしている。
　このような standards の一例として、下記に Content standard 7 「市場－価格と数量の決定」 の記述を
引用する。
【生徒が理解するであろうこと】
　買い手と売り手が交流するときに市場が存在する。この交流は市場価格を決定し、それゆえ稀
少な財とサービスを配分する。
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【理解した知識から生徒ができるようになること】
　生徒が買い手としてまた売り手として参加してきた市場を認識し、全ての買い手と売り手の交
流が価格にどのように影響するのか述べる。また、入手可能な生産物の不足や余剰が存在すると
きに、価格の変化を予想する。
　以上で示されているように、市場と価格の概念だけを示すのではなく、価格の動きについて述べる
ことができるようになることが、具体的に記述されている。その後、standard の説明があり、さらに
G4 で３対の、G8 で５対の、G12 で４対の benchmarks が示されている。
（３）ナショナルスタンダードの内容
　20 の standards の項目を、NCEE の整理にしたがって示すと以下のとおりである。
１．稀少性 (Scarcity)、２．限界的な費用／便益 (Marginal Cost/Benefi t)、３．財・サービスの資源配
分 (Allocation of Goods and Services)、４．誘因の役割 (Role of Incentives)、５．交易による利得 (Gain 
from Trade)、６．特化と交易 (Specialization and Trade)、７．市場－価格と数量の決定 (Markets-Price 
and Quantity Determination)、８．市場機構における価格の役割 (Role of Price in Market System)、９．
競争の役割 (Role of Competition)、10．経済制度の役割 (Role of Economic Institutions)、11．貨幣の
役割 (Role of Money)、12．利子率の役割 (Role of Interest Rates)、13．所得決定における資源の役割
　(Role of Resources in Determining Income)、14．利潤と企業家 (Profi t?and the Entrepreneur)、15．成
長 (Growth)、16．政府の役割 (Role of Government)、17．政府活動評価のための費用便益分析の利
用 (Using Cost/Benefi t Analysis to Evaluate Government Programs)、18．マクロ経済－所得／雇用と価格
(Macroeconomy-Income/Employment, Prices) 19．失業とインフレーション (Unemployment and Infl ation)、
20．金融財政政策 (Monetary and Fiscal Policy)
　先に挙げた例示でも分かるように、standards には経済学の用語は含まれないが、その代わりに
benchmarks には含まれている。それらの用語を選んだ基準は、普通の高校卒業生が、市民、雇用
者、経済学の生涯学習者として経済生活において必要である点とされている。Preface の記述のよ
れば、機会費用、限界費用、取引費用、比較優位、均衡、外部性、公共財、潜在的 GDP などが、
benchmarks に入れられた例である。他方、規模の経済、乗数などの用語は全く表れておらず、また、
大学入門レベルの経済学コースで取り上げるものは、所得効果、弾力性、絶対的優位、限界収益逓減
などを含めて全てを入れていないとされている。
（４）グレードごとの特徴
　すでに示したように、それぞれの standard には、G 4, G8, G12 の三段階ごとの benchmarks が示され
ている。それぞれのグレードごとの特徴は下記のとおりである。19）
　G4 においては、「稀少性」、「（限界的ではない）費用と便益」、「誘因の役割」などの概念に関連し
て、選択に関わる問題を中心に扱うこととされている。他に上げられているのは、「特化と分業」、「貨
幣の役割（身近な問題としてのお金について）」であり、身近な生活に関するものに限定されている。
「選択に関わるもの」として、経済教育を考えていることがことが特徴となっている。
　G8 においては、経済活動を調整している諸制度が追加的に取り上げられることになる。そのひと
つが、市場機構に関連する問題である。交換という行為と、その場である市場について取り上げられ
ることになる。もうひとつが、経済的に機能している様々な制度・概念の理解に関するものである。
このレベルにおいては、市場機構という制度とそこでの価格の役割に対する理解が重視されるととも
34
に、身近な経験を超えた社会的関心が求められることになる。
　G12 において付加されている教育内容の第一は、最大化問題はじめ数学的概念を用いた抽象的な説
明を伴うものである。関数や最大値という概念は、各経済主体の最適行動を分析し説明するにあたっ
ては不可欠な概念である。より低いグレードにおいて取り上げられている内容であっても、それらの
概念を用いて内容が再構成されている。第二は、自らの利害を直接扱うものよりも公共的である点で
判断レベルが上がる政府の活動に関する問題や、比較的高度な内容の組織や制度、すなわち、所有や
債務、会社他の組織、企業家の決定に関するものである。第三は、一国全体の問題として、身近にあ
るものよりも一歩包括的であるマクロ経済に関する問題である。外国との関係も、多くは国と国との
問題であるから同様である。ミクロ経済学とともに取り上げられるマクロ経済学の内容は、扱われる
比率が小さく、また相対的に後から学習することになる。最後に、社会的規範・判断に関わるものが
ある。競争の役割の主要な命題は、完全競争市場において資源配分が効率的であることと関わり、社
会全体としての規範として考えられなければならない課題であり、G12 で扱うものとされている。
（５）市場概念の扱い
　以上で紹介したスタンダードの概略から、市場概念について改めてまとめると、市場および競争の
概念については standards の７から９で直接取り上げられている。市場を理解するための前提条件で
ある選択と交易まで含めて考えると、１から９となる。スタンダード全体の半分近くが市場の理解に
関連するものに充てられている。ちなみに、10 から 12 が制度について、13 から 15 が資源と成長、
16 と 17 が政府について、そして 18 から 20 がマクロ経済についてである。
　また、グレードごとの整理にあるように、市場の問題はその意味内容において G8 レベルから取り
上げられることとされており、経済理論としては G12 レベルで整理されることとなっている。G4 で
個々の選択から始めていることを考えると、各レベルにあった段階を踏んで経済的資質の養成となっ
ている。グレードごとの整理としては、自分で選択ができる、交換・交易の仕組みが分かる、交換・
交易の社会的意味が分かるという構図になっている。
　このように、選択の意味を踏まえた上で、個々の経済主体の選択を調整するものとして、市場が取
り上げられている。その他、経済活動を調整する制度についても、広範に扱われることとされており、
調整のあり方を考える中で、市場機構が取り上げられている。価格理論が基礎にあるミクロ経済学を
中心として、「市場原理」が教えられることとされている。
???????????????
　ここまでの、「市場原理」に関わる経済学の議論と、アメリカ経済教育のスタンダードの考え方を
もとに、経済教育の対象として、市場の問題がいかに取り上げられるべきか考察する。
（１）「市場原理」のとらえ方に関して
　スタンダードを見るとき、「市場原理」に関わる選択と交易まで含めると、全体の半分近くが市場
の理解に関連している。また、市場の問題はその意味内容においてはG8から、前提となる選択に関わっ
ては G4 から広範な期間において取り上げられており、中心的な課題となっている。
　第２節では、市場を取引主体が参加する「場」として捉えることができること、「公」とはそのよ
うな「場」における関係性の中に認めることができることとして、市場に関する概念を整理した。そ
のときには、「市場原理」が、ひとつの従うべきルールとして捉えられるだけでなく、協力し競い合
う関係を保ちながらルールの進化とともに社会を発展させていく状態であると考える、重要な視点が
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存在した。
　家計や企業といった市場経済の私的参加者とその運営・補完という公的な問題との関連で市場の問
題を考えることは、「市場原理」を教えることの意義について再構築するために必要な視点なのである。
その場合には、市場の調整を学ぶことにより、「市場原理」というルールを認識しルールに従うこと
ができるようになるという点が基本にあるとしても、さらに加えてルールの範囲で文句をいえること
までをも含めたルールを作り上げ運用することができるようになるという点も大切である。
　この点についてスタンダードでは、具体的にあげられている五つの目標のうち、第１項目が意思決
定者に関わっており、人々が消費者と生産者としての役割を果たす上で、通常の経済生活を送ること
に役立つものであるとしている。しかし、それ以外の目標もあげられており、とくに、最後の第５番
目の項では、「民主的な市場経済の多くの制度は、その市民が経済学についてよく知っており十分な
情報を得ているときに、有効に機能する」20）という指摘がある。
　個人の問題として考えるときには、自由や選択が重んじられることになる。意思決定能力の養成と
して捉えられるそのような能力を軽視してよいわけではないが、市場というシステムの理解と、それ
を前提にした上での、「市場原理」の運用・形成という立場も重要である。すなわち、「市場原理」と
いうルールの進化により社会的発展を考えることができるのであり、そのようなルールの運用者・形
成者としての意味づけまで含むことが適切ではないだろうか。
（２）マクロ経済の扱いに関して
　論争が存在し決着がついていない内容をどう取り上げるかということは、大きな問題点としてあげ
られる。スタンダードは、重要であると判断されるものであっても、複雑で論争がある見方は教育的
見地から除くとしている。このことが、スタンダードの内容においてマクロ経済学よりもミクロ経済
学に偏る一因となっている。しかし、個々のマクロ経済学分野の事項は、一般的な高校卒業生が直面
する判断を適確に行うために重要である。論争の方向へ行く傾向がある学問領域であるマクロ経済学
に関わる事象を、どの範囲でどのように扱うかという点は解決すべき課題なのである。
　スタンダードが取り上げているマクロ経済に関する内容を、マクロ経済学の概念を使って記述する
と、１）GDP 統計、２）失業率・インフレーション、３）財政政策と金融政策、４）貨幣供給と利子率、
５）経済成長論、６）海外との関係、などである。これらを整理すると、事実を捉える「統計」、現
実的判断が求められる「政策」の効果、自分自身の生活に直接関連する「雇用」の問題に関わるもの
を取り上げようとしており、その方向性は合理的である。
　ただし、政策手段の解説を行うことは可能であるとしても、政府の関与をめぐり論争が存在する政
策運営の判断にまで立ち入ることは、判断が分かれる事柄である。それについてスタンダードは、少
数派の見方を入れることからくる教師及び生徒の混乱を危惧し、学問分野についてのコンセンサスを
反映させるよう試みるという立場である。その結果、今日の経済学者多数の見方を反映し、「新古典派」
に依拠することになっている。市場の問題に関連付け、「市場原理」というルールの理解に限定する
ことはひとつの考え方である。その意味で、「新古典派」に限定することにも一面の合理性がある。
　しかし、経済学の提示する理論は、政策をとおして現実社会に影響し、各個人の生活を左右する可
能性がある。スタンダードとして示すことは不可能だとしても、論争が展開されている事象に、シティ
ズンとしてどのようなスタンスを取るのかということは重要である。政府の関与をめぐった論争にお
いては、政治的動向が逆に経済学に影響を与えた側面もある。経済学の世界では、自由主義と裁量の
対立として議論が展開されているのであるが、そのような論争を、直ちに教育内容に取り入れること
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の悪影響が危惧されるときに、どのように考えればよいのか。
　根井のいうようなバランスを、どのように示すか。教育の内容を考えるときにはこの点も念頭に置
く必要がある。この点は、理論的なことを教育対象として考えるあり方にも関わる問題である。以上
の推論から、理論を教えること固有の問題が見えてくるので、一般論として項を分けて考察する。
（３）教育対象としての理論
　ところで、理論はひとつのパラダイムであり、現実妥当性には制約がある。これについては、スタ
ンダードの、以下の記述がある。「それよりも困難な点は、正確さと倹約のトレードオフについてバ
ランスを取ることであった。経済学の原理のほとんど全ては、仮定の下に条件付けられている。それ
らの仮定全てをそれぞれの場合に伝えることは、原理を仮定から識別する責任を読者に委ることとな
るので、スタンダードの有効性を損ねる。それゆえ、多くの場合においては、standards と benchmarks は、
要求される仮定全てを特定化せず、必ずしも全てのときではなくほとんどのときに真実であると広く
同意される命題を、ほとんど真実であるものとして含んでいる。」21）
　原理を正確に教えようとすることや、論争をもとに的確に判断させようとすることは大切ではある
が、それが行きすぎると、教える内容が複雑になり、受け取る側が混乱することは自明である。また、
具体例を使ってわかりやすく伝えることは、むしろ理論の全体像を見にくくする側面もある。この点
を重視するとき、正確さをある程度犠牲にすることはやむを得ないことである。上記で示したスタン
ダードの姿勢は、具体的方策としては重要な指摘である。しかし、逆にそのような前提の上でしか、
理論を伝えることが不可能であることを暗示している。もしそうであるならば、この事実の認識を保
持し続けることが重要である。さらに、異なった見方があり得ると意識することもまた必要となるの
である。教える側でそのような認識を持ち続けると同時に、異なった見方の存在を意識させ相対的な
考えをもたらすこと、そのための手掛かりを与えることとも重要だと考えられる。
?????
　本稿では「市場原理」というパラダイムを取り上げ、どのように伝えられることが望ましいかにつ
いて、経済学の議論を前提に考察し、以下の点について述べた。
　「市場原理」は、社会と個人を結びつけている原理として考えられるべきであり、市場というシス
テムの理解を前提にした、ルールを作り上げ運用することができるようになるという「市場原理」の
運用・形成という立場が重要である。複雑で論争がある見方は、重要であると判断されるものであっ
ても教育的見地から扱いは慎重である必要がある。理論を理論として伝え、教育手法に工夫をして事
実へと導くことは基本である。それと同時に、異なった見方の存在を意識させ相対的な考えをもたら
すこと、そのための手掛かりを与えることとも重要だと考えられる。消費者や生産者といった生活を
含む経済的な活動を実践し市場機構に参加するために必要であると考えられる教育対象としての「市
場原理」については、このような認識のもとで検証されるべきではないだろうか。
　本稿は、経済学の立場からの概括的な論考である。一つひとつの議論についてはさらに詳細な考察
が必要となる。市場の概念については、経済思想として、より精緻にたどるべき広範なテーマである。
「公」の理論としての社会的選択の理論をも視野に入れる必要がある。これまでの政治学分野におけ
る研究蓄積は経済学よりも多く、そこでの議論がこなれているのは明らかである。22）これらの関連
する研究分野の業績をも視野に入れる必要がある。
　さらに、standards や benchmarks の内容に関する詳細な検証は残された課題である。スタンダード
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は的確であろうとし、また学問分野の最適な学派を反映するように意図されてはいるが、マクロ経済
学など論争がある分野では、コンセンサスが取れるパラダイムにまで至っていない可能性が示唆され
ている。この点について、詳細な検討は行っていない。
　教育の観点からは、グレードに分けて、ステップを踏んだ学習を行うことやその扱いについての検
証は必要である。教育内容が決まったとしても、それをどの段階でどのように取り上げるのかという
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